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要旨 

介護従事者の離職者のうち、約 40％が勤続 1年未満、約 75％が勤続年数 3年未満の者であり、今後

の介護サービス需要の増加に対応するためには、介護従事者の定着を促進することが重要な課題と

なる。しかしながら，介護職の早期離職決定要因に関して、賃金に着目した分析は、これまで、ほ

とんど行われていない。本稿では，介護従事者として雇用されている事業所の相対賃金が、事業所

の早期離職者割合に与える影響を分析する。使用したデータは、財団法人介護労働安定センターが

実施した『2007 年度介護労働実態調査』の事業所調査票における全国 1,590事業所の個票データで

ある。分析対象は、介護事業所別に利用可能な、職種別・就業形態別の早期離職者割合であり、勤

続1年未満離職者割合と、勤続 1年以上3年未満離職者割合である。事業所単位の離職者であるた

め、他職種への転職、同一業界の別事業所への転職、そして、労働市場からの撤退、すべてを含む

ものである。そのため、介護サービス職以外の就業機会における賃金と比較した介護従事者の賃金

が、事業所の早期離職者割合に与える影響と、同一の介護サービス職で別事業所の就業機会におけ

る賃金と比較した介護従事者の賃金が、事業所の早期離職者割合に与える影響を区別して分析を行

った。分析の結果、早期離職者について、他職種との相対賃金が介護従事者の離職行動に与える有

意な影響は、施設系介護職のみに認められ、その影響は、正規職と非正規職で異なることが示され

た。また、一部の教育・研修について、事業所の早期離職者割合を有意に低下させる傾向が示され

た。 
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1. はじめに 

今後の介護サービス需要の増加に対応するためには、介護従事者の定着を促進することが重要な

課題となる。介護従事者の離職者のうち、約40％が勤続1年未満、約 75％が勤続年数 3年未満の者

である（厚生労働省、2008）。長期的に介護従事者の確保・定着を図るために、介護職のキャリア

に着目した評価の重要性が指摘されている（佐藤他，2006）。2009年 10月からは、介護従事者の待

遇改善や技能向上を目的とした「介護職員処遇改善交付金」が支給され、2010年度からは、その交

付金について、キャリアパスに関する要件等を追加し、能力評価や資格取得、職責または職務内容

などに応じ職員の給与を引き上げる仕組みを設けることを、交付金支給の条件に加える１。このよう

に、介護従事者のキャリアを評価し、介護従事者の確保・定着の促進を図る方策が相次いで打ち出

されている一方で、介護職の早期離職決定要因に関して、賃金に着目した分析は、これまで、ほと

んど行われていない。 

看護師の離職行動に関する先行研究では、相対賃金が離職行動に与える影響は、勤続年数により

異なる可能性が示唆されている。Schumacher(1997)は、職業特有の高度なトレーニングが必要で、専

門的な技術が必要とされる職種ほど、他職種ではその技術を生かすことが難しいため、専門職の相

対賃金が離職行動に与ええる影響が小さいことを示した。専門的な技術を有する職種として看護師

の離職行動を分析し、より一般的な技術を要する職種である事務員との離職行動の違いを比較した。

その結果、看護師について、他職種との相対賃金は離職行動に有意に影響をあたえるものの、相対

賃金が離職へ与える影響は、事務員と比較して看護師のほうが小さいことを明らかにした。本稿で

扱う介護従事者の場合、介護福祉士などの関連する国家資格があり、一定のトレーニングが必要と

される側面がある。勤続年数が長くなるにつれ、高齢者介護サービス分野における専門的技術がよ

り身につき、他職種では介護技術を移転することが困難となるため、他職種との賃金格差が離職行

動に与える影響がより小さくなることが予想される。 

相対賃金が介護職の離職に与える影響に着目したこれまでの研究２として、岸田・谷垣（2008）は、

日本の介護老人福祉施設の独自調査データを使用して、市場賃金と比較した介護職員の相対賃金が、

就業継続意思や仕事の不満足度に与える影響を分析した。その結果、介護職員の相対賃金は就業継

続希望や仕事の不満足度に与える有意な影響は認められなかった。 

山田・石井（2009）は、『就業構造基本調査（2002・2007 年）』の個票データを丹念に検討し、

介護職の「高い離職率」または「低い賃金水準」の要因が、新規産業ゆえ平均勤続年数が短いこと

によるジョブマッチングや、若年層・非正規一般の問題であることを示唆する結果を得た。また、

他産業と比較して女性介護職は時間的・肉体的負担を、男性介護職は収入の少なさを転職希望の理

由とする割合が高いことを示した。さらに、他産業・他職種と比較した介護職の相対賃金が転職希
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望関数に与える影響を分析した結果、男女正規介護労働者および女性非正規介護労働者では、介護

職以外の職種における期待賃金率が高いほど転職希望は強まる傾向にあることを示した。 

花岡（2009）は、『介護労働実態調査・事業所票（2007年）』の事業所単位の個票データを利用

して、介護職の相対賃金が、事業所離職率に影響を与えているか、その影響が地域ごとに異なるか

を分析し、施設系の介護職員正社員のみ、他職種や同職種との相対賃金が高いほど、事業所離職率

が低下することを示した。また、他職種と比較した相対賃金が与える影響は特別区・特甲地に所在

する事業所でより大きいことを示した。 

 本稿では、勤続 3年未満の介護従事者の定着に、どのような要因が影響を与えるかを、事業所ご

との相対賃金の違いに着目し、職種別・就業形態別に分析する。使用したデータは、財団法人介護

労働安定センターが実施した『2007年度介護労働実態調査』の事業所調査票における全国 1,590 事

業所の個票データである。分析対象は、介護事業所別に利用可能な、職種別・就業形態別の早期離

職者割合であり、勤続1年未満離職者割合と、勤続 1年以上 3年未満離職者割合である。事業所単

位の離職者であるため、他職種への転職、同一業界の別事業所への転職、そして、労働市場からの

撤退、すべてを含むものである。そのため、介護サービス職以外の就業機会における賃金と比較し

た介護従事者の賃金が、事業所の早期離職者割合に与える影響と、同一の介護サービス職で別事業

所の就業機会における賃金と比較した介護従事者の賃金が、事業所の早期離職者割合に与える影響

を区別して分析を行った。分析の結果、早期離職者について、相対賃金が介護従事者の離職行動に

与える影響は、職種別・就業形態別に、傾向が異なることが示された。 

 

2. 方法 

1. 早期離職関数の推定 

花岡（2009）と同様の枠組みを用いて、以下の早期離職関数を職種別・就業形態別に推定する。 

q୨ ൌ β Wഥ୨βଵ  T୨βଶ  R୰βଷ  Xഥ୨βସ  F୨βହ  u୨                                （1） 

 q୨は介護事業所 jにおける離職者に占める早期離職者の割合である。Wഥ୨は介護事業所 jにおけ

る相対賃金の平均値、T୨は介護事業所 jにおける教育・研修の状況、R୰は介護事業所 jが所在する

地域、Xഥ୨は介護事業所 jの平均的な介護従事者の特性（例えば、職種別・就業形態別の女性割合や

平均年齢など）F୨は介護事業所 j の特性、βは推定されるパラメータ、そして、u୨は誤差項である。
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推定には、ウェイトとして介護事業所ごとの就業形態に属する介護従事者の人数を用いた WLSによ

り推定を行った。不均一分散への対応として、統計的推論では、Whiteの頑健標準誤差を使用した。 

 

2. 仮説検定 

本稿では、他職種もしくは同職種との賃金格差が介護職の離職行動に与える影響について勤続年

数による違いがあるかどうかを検証する。使用したデータでは、事業所全体の離職者数の他に、勤

続1年未満の離職者数と、勤続 1年以上3年未満の離職者数が、職種別・就業形態別に利用可能で

ある。そこで、勤続1年未満の離職者割合と、勤続 1年以上 3年未満の離職者割合について、早期

離職の決定要因の違いを比較する３。2007 年度の 1年未満（1年以上3年未満）離職者は、2006 年

10月 1日から 2007年 9月 30日の、1年未満（1年以上 3年未満）離職者数を用いる。2007年度の離

職者数は、2006 年 10月 1日から 2007 年 9月 30日の離職者数を用いる。 

 

3. データ 

1. データ 

財団法人介護労働安定センターが実施した『2007年度介護労働実態調査』の介護事業所調査票に

おける事業所単位の個票データを用いる。この調査は、独立行政法人福祉医療機構の WAMNET「介護

保険事業者名簿（2007年 10月 1日現在）」に掲載された介護保険指定介護サービス事業を実施する

介護事業所のうちから無作為に約 1/4の介護事業所を抽出して、問1から問 36までの質問項目から

なる調査を実施したものである。2007年度の有効回答は 4、783介護事業所であった。毎年調査を実

施しているが、毎回の調査でサンプルが替わる repeated cross-sectional surveyである。 

2種類のデータセットを結合させたものを使用した。第 1のデータは、介護事業所の特性に関する

データ（問1～問 35）である。このデータは、介護事業所ごとに、職種別・就業形態別の離職者数

や在籍者数、提供する介護サービス事業の種類、法人特性、教育・研修状況などの情報を得ること

ができる。職種別・就業形態別の平均的な介護従事者の特性を得るために、第 2 のデータを用いた。

第 2のデータは、介護事業所ごとの介護業務従事者４)の個別状況データ（問 36）である。介護事業

所ごとに、2007 年 9月における介護業務従事者の中から 20名について、従事者の賃金、労働時間、

属性、就業形態、保有資格などが調査されている。選定の対象となる介護業務従事者については、

介護事業所の主な介護サービスの種類ごとに、就業形態別の人数が抽出票によって定められている。
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各介護事業所は、その抽出票に基づき、個別状況データの対象となる従業員を選定し、回答を行っ

ている（選定方法の詳細は、財団法人介護労働安定センター（2007）を参照）。 

第 1のデータ（問 1～問 35）の観測値は、4,783 事業所である。そのうち、施設系介護職もしくは

訪問系介護職が在籍する事業所は 3,771 事業所で、施設系介護職が在籍する事業所は 2,580 事業所、

訪問系介護職が在籍する事業所は1,911 事業所である。本稿の分析対象は介護事業所別の職種別・

就業形態別早期離職者割合であるため、全離職者数および早期離職者数の値が利用可能な介護事業

所のデータセットを、職種別・就業形態別に作成した。全サンプルにおいて，職種別・就業形態別

の早期離職者割合が利用可能な介護事業所数は、施設系正規職（1,137）、訪問系正規職（531）、

施設系非正規職（1,055）、訪問系非正規職（823）であった。これらの事業所のうち、第2のデー

タである問 36の個別状況データ（施設系介護職と訪問系介護職を合わせて 26,908人）に、当該就

業形態で雇用されている労働者のデータが存在した事業所数は、施設系正規職（927）、訪問系正規

職（243）、施設系非正規職（837）、訪問系非正規職（499）であった。最終的に、主要な説明変数

である賃金について、無回答や欠値の観測値を削除した結果、分析データにおける観測値の数は計

1,590事業所、就業形態別の事業所数は表 1に示したとおりとなった。 

 

2. 変数 

被説明変数は、介護事業所別の職種別（施設系・訪問系）・勤務形態別（正規・非正規）の早期

離職者割合である。分析で使用した変数の記述統計量は表 1 に示した。本分析の主要な説明変数は、

他職種もしくは同職種と比較した介護職の相対賃金である。 

(1) 介護正規職の相対賃金 

介護従事者の賃金として、介護業務従事者の個別状況データに記載のある各個人における、1ヶ月

あたりの所定内賃金（月給）を用いた。正社員に関する早期離職関数の推定では、労働時間が早期

離職に与える影響を考慮するため、（1）式の説明変数に、2007年 9月の 1ヶ月間に実際に就労した

時間数を加えた。 

他職種に就業した場合の期待賃金として、2007 年『賃金構造基本統計調査（全国）』（厚生労働

省）産業計・企業規模計の値における都道府県別の性別・年齢階級別の所定内賃金（月給）を用い

た。介護従事者iと同性、同じ年齢階級で、介護事業所 jが所在する都道府県における産業計・企

業規模計の所定内賃金を、介護従事者 iが介護サービス職以外の職種に就いた場合の期待賃金とし

た。 
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同職種で別事業所に就業した場合の期待賃金として、2007年『賃金構造基本統計調査（全国）』

（厚生労働省）の職種別・性別・年齢階級別の所定内給与額の全国平均値（職種別の都道府県別の

賃金データは利用可能ではない）を用いた。施設系介護職においては福祉施設介護員、訪問系介護

職についてはホームヘルパーの値を、同一の介護サービス職で別事業所に就業した場合の期待賃金

とした。これらの賃金変数について対数をとり、介護従事者 iの相対賃金を計算し、事業所別・就

業形態別に平均値を算出した。 

(2) 介護非正規職の相対賃金 

介護業務従事者の個別状況データに記載のある各個人ごとに、2007年 9月に 1ヶ月分として実際

に支給された税込み賃金額（残業、休日出勤手当て等を含む）を、同月、1ヶ月間に実際に就労した

時間数で除すことで求めた。 

他職種に就業した場合の期待賃金として、短時間労働者として他職種に就業した場合の期待賃金

を用いた。2007 年『賃金構造基本統計調査（全国）』（厚生労働省）都道府県別の短時間労働者の

１時間当たり所定内給与額（産業計）を使用した。 

同職種で別事業所に就業した場合の期待賃金として、2007年『賃金構造基本統計調査（全国）』

（厚生労働省）の職種別・性別の所定内給与額（時間給）の全国平均値を用いた。介護職員におい

ては福祉施設介護員、訪問介護員についてはホームヘルパーの値を、同一の介護サービス職で別事

業所に就業した場合の期待賃金率と仮定した。これらの賃金変数について対数をとり、介護従事者 i

の相対賃金を計算し、事業所別・就業形態別に平均値を算出した。 

(3) その他の変数 

介護事業所ごとの教育・研修状況として、勤続 1年未満の離職者割合のモデルでは、職種別・就

業形態別の新規採用従業員に対する教育・研修状況を示す 8項目の教育や研修が行われたどうかを

示すダミー変数を加えた。勤続1年以上 3年未満の離職者割合のモデルでは、職種別・就業形態別

の過去1年間の教育・研修状況を示す 9項目の教育や研修が行われたどうかを示すダミー変数を加

えた。地域として、介護事業所の介護報酬算定上の 5つの地域区分を用いた。介護事業所ごとの職

種別・就業形態別特性として、女性割合、平均年齢、平均勤続年数、ホームヘルパー1級取得割合、

そして、介護福祉士資格取得割合を加えた。介護事業所の特性として、介護事業所が属する法人に

おいて介護保険の指定介護サービス以外の事業を実施しているかどうかのダミー変数を加えた。ま

た、調査対象の介護事業所が所属する法人において、別の事業所が存在するかどうかについてのダ

ミー変数を加えた。さらに、調査対象の介護事業所が属する経営主体の法人の種類を加えた。介護

事業年数と、介護保険指定介護サービスに従事する従業員数も説明変数として加えた。 
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4. 結果 

(1) 他職種との相対賃金が早期離職者割合に与える影響 

施設系非正規職について、他職種と比較して介護職の相対賃金が高いことが、早期離職者割合

を低下させることが示された（表 3）。介護職員が介護サービス職以外に従事した場合に得られる

であろう期待賃金と比較した時に、施設系非正規職の賃金が 10％上昇すると、1.29％、勤続1年

未満の離職者割合が有意に低下することが認められた。施設系非正規職の相対賃金は、勤続 1年以

上 3年未満の離職者割合に与える有意な影響は認められなかった。対照的に、施設系正規職では、

他職種と比較した相対賃金が高いことが、勤続 1年以上3年未満の離職者割合を低下させる影響が

あることが示された一方で、勤続 1年未満の離職者割合を増加させる影響があることが認められた

（表2）。訪問系介護職については、他職種との相対賃金が早期離職者割合に与える有意な影響は

認められなかった（表2・表 3） 

(2) 同職種との相対賃金が早期離職者割合に与える影響 

施設系正規職についてのみ、同職種と比較した相対賃金が高いほど、勤続 1年以上 3年未満の離

職者割合が有意に低下することが示された（表 4）。同一の介護サービス職で別事業所に就業した

場合に得られるであろう期待賃金と比較した時に、就業中の事業所の賃金が 10％上昇すると、

2.20％、勤続1年以上3年未満離職者割合が低下することが認められた。その他の介護職について

は、同職種との相対賃金が早期離職者割合に与える影響は認められなかった。 

(3) 地域別の相対賃金の影響 

施設系正規職について、他職種と比較した相対賃金が高いほど、早期離職者割合が増加する傾向

が示された。施設系正規職について、他職種との賃金格差が介護事業所別の離職率に与える影響は、

地域ごとに異なることが指摘されているため（花岡，2009）、早期離職者割合へ与える影響につい

ても、地域別に差異があるかを検証した（表 6）。施設系正規職において、特別区・特甲地では、

他職種と比較した相対賃金が高くとも、勤続 1年未満の離職者割合が増加する傾向にあることが認

められた。対照的に、勤続 1年以上 3年未満の離職者割合は低下する傾向が示されたが、標準誤差

が大きいため解釈には留意が必要である。また、その他地域に事業所が所在する施設系正規職は、

他職種と比較した相対賃金の高さが勤続 1年以上3年未満の離職者割合を有意に低下させる影響が

示された。 
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(4) その他の興味深い結果：研修が早期離職者割合に与える影響 

新規採用従業員に対する研修として、施設系正規職・訪問系非正規職に共通して、職員の腰痛予

防対策を行った事業所は、勤続 1年未満の離職者割合が有意に低下する傾向が示された。訪問系正

規職では、安全対策（事故時の応急措置等）に関する研修を行った事業所について、勤続 1年以上 3

年未満の離職者割合が減少する傾向が示された。有意水準 10%であるが、施設系非正規職について、

資格取得のための研修を行った事業所では勤続 1年以上3年未満の離職者割合が減少する傾向が示

された（表5）。ただし、先行研究で指摘されているように、研修・教育に関する変数は同時性によ

る内生性が疑われるため、解釈には留意が必要である。また、利用したデータでは、新規採用時の

研修内容と、過去1年間の研修内容の項目が同一ではないため、勤続年数により、研修内容が早期

離職者割合へ与える影響が異なるかどうかについては、分析されていない。 

 

5. 結論 

本稿では、介護職の賃金に焦点をあて、他職種もしくは同職種との賃金格差が介護職の早期離職

に与える影響について分析を行った。仮説を支持するいくつかの結果が得られた。 

第一に、早期離職者について、他職種との相対賃金が介護従事者の離職行動に与える有意な影響

は、施設系介護職のみに認められ、その影響は、正規職と非正規職で異なることが示された。施設

系非正規職について、他職種と比較した相対賃金の高さが早期離職者割合を低下させる影響は、勤

続 1 年未満の離職者割合のみに示され、勤続 1 年以上 3 年未満の離職者割合を低下させる影響は認

められなかった。Schumacher（1997）が示した専門職としての看護師の離職行動に関する仮説が示

唆するものと整合的な結果を得た。 

一方、施設系正規職については、他職種と比較した相対賃金の高さは、勤続 1 年未満の離職者割

合を増加させることが示され、この結果は、特別区・特甲地に所在する事業所の影響を反映してい

ることが示唆された。特別区・特甲地では、それ以外の地域と比較して、他の就業機会がより多く

あるために、他職種と比較した相対賃金が高い事業所であっても、勤続 1 年未満の離職抑制にはつ

ながっていない可能性が考えられる。対照的に、勤続 1 年以上 3 年未満の離職者割合については、

特別区・特甲地に所在する事業所について、相対賃金の高さは、正規職の早期離職者割合を有意に

低下させる傾向が示された。同職種との相対賃金が早期離職者割合に与える有意な影響が認められ

たのは施設系正規職のみであり、相対賃金が高いほど、早期離職者割合が低下することが示された。 
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第二に、一部の研修内容について、事業所の早期離職者割合を有意に低下させる傾向が示された。

施設系正規職や訪問系非正規職について職員の腰痛予防対策が勤続 1 年未満の離職者割合を低下さ

せる影響が認められた。訪問系正規職については安全対策を行っている事業所について、勤続 1 年

以上 3 年未満の離職者割合を低下させる影響が認められた。また、有意水準 10%であるが、施設系非

正規職について、資格取得のための研修を行った事業所では勤続 1 年以上 3 年未満の離職者割合が

減少する傾向が示された。西川（2009）は、介護職の確保・定着に成功している事業所の共通する

特徴として、組織内コミュニケーションを活性化し組織内での情報共有を図り介護職の健康対策や

能力開発に気を配り職場環境を整えるなど、介護職を組織共同体の一員とみなして処遇するコミュ

ニティ型対策の重要性を指摘している。これらの研修が、コミュニティ型対策として、介護職の早

期離職の抑制に効果的であった可能性が考えられる。また、グループホーム及びユニットケアに取

り組む特別養護老人ホームに勤務する介護職を対象に、離職と密接な関連があると考えられるスト

レスの規定要因を研究した堀田（2006）では、事業所における教育訓練機会の充実が、脱人格化

（人間性を欠くような対応をとる）を軽減し、個人的達成感を高めることが指摘されている。上記

の研修が、介護職のストレスを軽減させることを通じて、早期離職の抑制に効果があった可能性も

考えられる。 

本稿には、いくつかの分析の限界がある。第一に、分析で用いた早期離職割合は介護事業所ごと

の職種別・就業形態別の値であり、個人の離職行動を示していない。その点で、介護職の早期離職

行動を完全には捉えられていないおそれがある。第二に、本稿では、介護労働者本人の賃金と他産

業や、同職種における労働者との賃金を比較して相対賃金を算出している。これは、介護労働者が

他産業や、同職種の別事業所へ転職することを前提としており、介護職の相対賃金が労働市場から

の退出に与える影響については分析がされていない。さらに、使用した早期離職者割合では、介護

従事者の離職が、自発的なものか、もしくは、非自発的なものかの識別ができない。これらの残さ

れた問題は、今後の課題としたい。 
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表 1 分析サンプルの記述統計量（平均・標準偏差） 

被説明変数

勤続1年未満離職割合 0.28 (0.37) 0.28 (0.43) 0.48 (0.40) 0.35 (0.40)

勤続1年以上3年未満離職割合 0.39 (0.41) 0.47 (0.48) 0.33 (0.37) 0.34 (0.40)

説明変数

介護従事者の相対賃金（単位：円）

他職種との比較

（A）月給（介護従事者の所定内賃金－他職種の期待所定内賃金） −16,120 (42,169) −20,495 (47,426) − −

（C）時間給（介護従事者の賃金率－他職種【短時間労働者】の期待賃金率） − − −290 (212) −76 (240)

同職種との比較

（Ｄ）月給（介護従事者の所定内賃金－介護従事者の所定内賃金の全国平均） −6,111 (34,849) −8,228 (42,768) − −

（Ｅ）時間給（介護従事者の賃金率－介護従事者の期待賃金率の全国平均） − − −290 (149) −70 (206)

介護事業所ごとの新規採用従業員に対する教育・研修状況

介護技術・知識 0.76 (0.43) 0.80 (0.40) 0.77 (0.42) 0.80 (0.40)

接遇・マナー 0.72 (0.45) 0.78 (0.42) 0.70 (0.46) 0.75 (0.43)

経営理念・ケア方針 0.70 (0.46) 0.67 (0.47) 0.63 (0.48) 0.53 (0.50)

感染症予防対策 0.69 (0.46) 0.70 (0.46) 0.62 (0.48) 0.67 (0.47)

問題解決・苦情処理の手順 0.41 (0.49) 0.64 (0.48) 0.34 (0.47) 0.50 (0.50)

職員の腰痛予防対策 0.30 (0.46) 0.37 (0.48) 0.28 (0.45) 0.30 (0.46)

安全対策（事故時の応急措置等） 0.63 (0.48) 0.65 (0.48) 0.59 (0.49) 0.63 (0.48)

その他 0.06 (0.23) 0.05 (0.23) 0.06 (0.23) 0.06 (0.23)

介護事業所ごとの過去1年間の教育・研修状況

介護技術・知識 0.89 (0.31) 0.85 (0.36) 0.82 (0.38) 0.85 (0.36)

介護保険制度・関係法令 0.46 (0.50) 0.57 (0.50) 0.40 (0.49) 0.53 (0.50)

安全対策（事故時の応急措置等） 0.79 (0.41) 0.66 (0.47) 0.72 (0.45) 0.67 (0.47)

接遇・マナー 0.68 (0.47) 0.62 (0.49) 0.64 (0.48) 0.62 (0.48)

情報共有、記録・報告方法 0.59 (0.49) 0.63 (0.48) 0.55 (0.50) 0.69 (0.46)

コンプライアンス・プライバシー保護 0.48 (0.50) 0.55 (0.50) 0.45 (0.50) 0.59 (0.49)

事例検討 0.60 (0.49) 0.60 (0.49) 0.57 (0.50) 0.63 (0.48)

資格取得のための研修 0.34 (0.47) 0.33 (0.47) 0.26 (0.44) 0.30 (0.46)

その他 0.07 (0.26) 0.04 (0.19) 0.05 (0.22) 0.05 (0.22)

地域

介護報酬の地域区分

特別区・特甲地 0.19 0.39 0.38 0.49 0.18 (0.38) 0.26 (0.44)

甲地 0.07 0.26 0.11 0.32 0.07 (0.26) 0.10 (0.30)

乙他 0.19 (0.39) 0.13 (0.34) 0.18 (0.39) 0.24 (0.43)

その他 0.55 (0.50) 0.37 (0.48) 0.56 (0.50) 0.40 (0.49)

都道府県別介護関係職種の有効求人倍率 1.65 (0.60) 1.73 (0.57) 1.60 (0.58) 2.87 (1.70)

就業形態別の介護事業所特性

女性割合 0.64 (0.31) 0.70 (0.41) 0.75 (0.33) 0.86 (0.32)

平均年齢 36.29 (7.34) 44.09 (9.24) 41.38 (10.01) 49.03 (7.66)

平均勤続年数 3.19 (2.49) 2.96 (2.43) 2.21 (1.79) 3.05 (1.95)

ホームヘルパー1級取得割合 0.04 (0.13) 0.19 (0.35) 0.03 (0.11) 0.07 (0.19)

介護福祉士の取得割合 0.48 (0.34) 0.29 (0.40) 0.22 (0.31) 0.19 (0.29)

介護事業所特性

介護以外の事業実施ダミー 0.37 (0.48) 0.27 (0.45) 0.39 (0.49) 0.39 (0.49)

別事業所有りダミー 0.67 (0.47) 0.44 (0.50) 0.76 (0.43) 0.58 (0.49)

法人の種類

民間企業 0.28 (0.45) 0.65 (0.48) 0.20 (0.40) 0.47 (0.50)

社会福祉協議会 0.03 (0.16) 0.09 (0.29) 0.09 (0.29) 0.21 (0.41)

社会福祉協議会以外の社会福祉法人 0.42 (0.49) 0.04 (0.20) 0.47 (0.50) 0.10 (0.30)

医療法人 0.19 (0.39) 0.03 (0.17) 0.11 (0.31) 0.04 (0.20)

その他（NPO・社団・財団・地方公共団体・その他） 0.07 (0.26) 0.16 (0.37) 0.11 (0.31) 0.17 (0.38)

介護事業年数 6.39 (5.93) 4.72 (3.65) 6.90 (6.54) 5.68 (5.28)

介護保険指定介護サービスに従事する従業員数

9人以下 0.09 (0.29) 0.21 (0.41) 0.07 (0.25) 0.15 (0.36)

10人以上19人以下 0.18 (0.38) 0.36 (0.48) 0.19 (0.39) 0.28 (0.45)

20人以上49人以下 0.30 (0.46) 0.34 (0.47) 0.33 (0.47) 0.41 (0.49)

50人以上99人以下 0.35 (0.48) 0.09 (0.29) 0.32 (0.47) 0.11 (0.32)

100人以上 0.08 (0.28) 0.01 (0.11) 0.10 (0.30) 0.05 (0.22)

サンプル数 668 229 434 386

施設系 訪問系 施設系 訪問系

正規 非正規

 
 
注）   1）左側は平均値，右側の括弧内は標準偏差を示している。   

    2）都道府県別介護関係職種の有効求人倍率は2007年度『職業安定業務統計』（厚生労働省）の全国平均値。 

出所） 著者作成。 
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表 2 早期離職割合の推計結果（他職種と比較した相対賃金）：正規職 

介護従事者の相対賃金（対数値）

他職種との比較

（A）月給（介護従事者の所定内賃金－他職種の期待所定内賃金） 0.1133 *** (0.032) -0.2161 ** (0.085) -0.0246 (0.167) 0.0286 (0.187)

新規採用従業員に対する教育・研修状況

介護技術・知識 -0.0789 * (0.041) - 0.0046 (0.112) -

接遇・マナー 0.0321 (0.040) - 0.1105 (0.102) -

経営理念・ケア方針 -0.0139 (0.034) - 0.0570 (0.088) -

感染症予防対策 0.0340 (0.042) - 0.0124 (0.101) -

問題解決・苦情処理の手順 -0.0173 (0.034) - -0.0809 (0.098) -

職員の腰痛予防対策 -0.0796 ** (0.033) - 0.0599 (0.086) -

安全対策（事故時の応急措置等） -0.0271 (0.040) - -0.0702 (0.089) -

その他 0.1002 (0.063) - -0.0062 (0.183) -

過去1年間の教育・研修状況

介護技術・知識 - -0.0198 (0.059) - 0.2282 * (0.125)

介護保険制度・関係法令 - 0.0644 * (0.035) - -0.0680 (0.093)

安全対策（事故時の応急措置等） - -0.0514 (0.042) - -0.2845 *** (0.101)

接遇・マナー - 0.0668 * (0.037) - 0.1379 (0.098)

情報共有、記録・報告方法 - 0.0185 (0.036) - -0.1143 (0.096)

コンプライアンス・プライバシー保護 - -0.0136 (0.037) - 0.1660 * (0.098)

事例検討 - -0.0069 (0.036) - -0.1257 (0.095)

資格取得のための研修 - -0.0339 (0.034) - 0.0911 (0.091)

その他 - 0.0187 (0.064) - -0.2429 (0.230)

R-squared

サンプル数

施設系介護職・正規 訪問系介護職・正規

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

0.143 0.065 0.209 0.277

668 229  
注）   1）***は1%有意水準, **は5%有意水準, *は10%有意水準を示している。 

    2）左側は係数，右側の括弧内は頑健標準誤差を示している。 

    3) 地域，就業形態別の介護事業所特性，介護事業所特性，定数項に関する変数の結果は省略。 

出所） 著者作成。 
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表 3 早期離職割合の推計結果（他職種と比較した相対賃金）：非正規職 

介護従事者の相対賃金（対数値）

他職種との比較

（C）時間給（介護従事者の賃金率－他職種【短時間労働者】の期待賃金率） -0.1299 ** (0.054) 0.0292 (0.111) 0.0472 (0.111) -0.0071 (0.100)

新規採用従業員に対する教育・研修状況

介護技術・知識 -0.0409 (0.060) - 0.0141 (0.060) -

接遇・マナー 0.0469 (0.052) - 0.1073 * (0.057) -

経営理念・ケア方針 -0.0211 (0.048) - 0.0157 (0.050) -

感染症予防対策 0.0092 (0.061) - -0.0036 (0.064) -

問題解決・苦情処理の手順 0.0617 (0.054) - -0.0205 (0.055) -

職員の腰痛予防対策 0.0202 (0.050) - -0.1196 ** (0.051) -

安全対策（事故時の応急措置等） 0.0042 (0.061) - 0.0493 (0.058) -

その他 -0.1405 (0.095) - -0.0226 (0.086) -

過去1年間の教育・研修状況

介護技術・知識 - -0.0238 (0.060) - -0.0651 (0.069)

介護保険制度・関係法令 - -0.0135 (0.048) - 0.0125 (0.048)

安全対策（事故時の応急措置等） - -0.0027 (0.054) - 0.0654 (0.053)

接遇・マナー - -0.0068 (0.045) - -0.0424 (0.052)

情報共有、記録・報告方法 - 0.0016 (0.044) - 0.0261 (0.051)

コンプライアンス・プライバシー保護 - 0.0529 (0.045) - 0.0772 (0.054)

事例検討 - 0.0355 (0.049) - -0.0405 (0.051)

資格取得のための研修 - -0.0672 (0.044) - 0.0140 (0.050)

その他 - 0.0612 (0.095) - 0.0101 (0.090)

R-squared

サンプル数

0.205 0.054 0.174 0.078

434 386

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

施設系介護職・非正規 訪問系介護職・非正規

 
注）   1）***は1%有意水準, **は5%有意水準, *は10%有意水準を示している。 

    2）左側は係数，右側の括弧内は頑健標準誤差を示している。 

3) 地域，就業形態別の介護事業所特性，介護事業所特性，定数項に関する変数の結果は省略。 

出所） 著者作成。 
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表 4 早期離職割合の推計結果（同職種と比較した相対賃金）：正規職 

介護従事者の相対賃金（対数値）

同職種との比較

（Ｄ）月給（介護従事者の所定内賃金－介護従事者の所定内賃金の全国平均） -0.0020 (0.099) -0.2201 ** (0.104) -0.1045 (0.173) 0.0129 (0.174)

新規採用従業員に対する教育・研修状況

介護技術・知識 -0.0569 (0.040) - 0.0286 (0.107) -

接遇・マナー 0.0117 (0.038) - 0.0665 (0.099) -

経営理念・ケア方針 -0.0084 (0.033) - 0.0976 (0.086) -

感染症予防対策 0.0526 (0.042) - -0.0117 (0.103) -

問題解決・苦情処理の手順 0.0010 (0.033) - -0.1014 (0.096) -

職員の腰痛予防対策 -0.0664 ** (0.032) - 0.0224 (0.084) -

安全対策（事故時の応急措置等） -0.0492 (0.039) - -0.0642 (0.089) -

その他 0.0873 (0.060) - 0.0455 (0.181) -

過去1年間の教育・研修状況

介護技術・知識 - 0.0199 (0.055) - 0.1842 (0.121)

介護保険制度・関係法令 - 0.0543 (0.034) - -0.0397 (0.095)

安全対策（事故時の応急措置等） - -0.0470 (0.040) - -0.3151 *** (0.096)

接遇・マナー - 0.0851 ** (0.036) - 0.1762 * (0.096)

情報共有、記録・報告方法 - 0.0237 (0.035) - -0.0782 (0.097)

コンプライアンス・プライバシー保護 - -0.0110 (0.036) - 0.1368 (0.097)

事例検討 - 0.0074 (0.034) - -0.1176 (0.092)

資格取得のための研修 - -0.0369 (0.033) - 0.1147 (0.088)

その他 - -0.0016 (0.060) - -0.2904 (0.191)

R-squared

サンプル数

0.127 0.071 0.174 0.236

668 229

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

施設系介護職・正規 訪問系介護職・正規

 
注）   1）***は1%有意水準, **は5%有意水準, *は10%有意水準を示している。 

    2）左側は係数，右側の括弧内は頑健標準誤差を示している。 

3) 地域，就業形態別の介護事業所特性，介護事業所特性，定数項に関する変数の結果は省略。 

出所） 著者作成。 
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表 5 早期離職割合の推計結果（同職種と比較した相対賃金）：非正規職 

介護従事者の相対賃金（対数値）

同職種との比較

（Ｅ）時間給（介護従事者の賃金率－介護従事者の期待賃金率の全国平均） -0.0207 (0.150) -0.0053 (0.144) 0.0598 (0.126) -0.0349 (0.117)

新規採用従業員に対する教育・研修状況

介護技術・知識 -0.0337 (0.056) - 0.0224 (0.057) -

接遇・マナー 0.0343 (0.051) - 0.0802 (0.053) -

経営理念・ケア方針 -0.0205 (0.046) - 0.0009 (0.047) -

感染症予防対策 0.0065 (0.059) - -0.0082 (0.060) -

問題解決・苦情処理の手順 0.0450 (0.053) - -0.0155 (0.052) -

職員の腰痛予防対策 0.0114 (0.049) - -0.1219 ** (0.048) -

安全対策（事故時の応急措置等） 0.0158 (0.059) - 0.0623 (0.055) -

その他 -0.0953 (0.090) - -0.0320 (0.085) -

過去1年間の教育・研修状況

介護技術・知識 - -0.0330 (0.058) - -0.0393 (0.064)

介護保険制度・関係法令 - 0.0018 (0.046) - 0.0295 (0.045)

安全対策（事故時の応急措置等） - -0.0134 (0.053) - 0.0697 (0.051)

接遇・マナー - 0.0148 (0.044) - -0.0267 (0.049)

情報共有、記録・報告方法 - 0.0069 (0.043) - 0.0278 (0.049)

コンプライアンス・プライバシー保護 - 0.0507 (0.044) - 0.0672 (0.053)

事例検討 - 0.0176 (0.046) - -0.0500 (0.049)

資格取得のための研修 - -0.0776 * (0.042) - -0.0098 (0.048)

その他 - 0.0489 (0.094) - 0.0439 (0.089)

R-squared

サンプル数

0.093 0.062 0.174 0.069

434 386

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

施設系介護職・非正規 訪問系介護職・非正規

 
注）   1）***は1%有意水準, **は5%有意水準, *は10%有意水準を示している。 

    2）左側は係数，右側の括弧内は頑健標準誤差を示している。 

3) 地域，就業形態別の介護事業所特性，介護事業所特性，定数項に関する変数の結果は省略。 

出所） 著者作成。 
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表 6 早期離職割合の推計結果（他職種と比較した相対賃金・介護報酬の地域区分別） 

介護従事者の相対賃金（対数値）

他職種との比較

（A）月給（介護従事者の所定内賃金－他職種の期待所定内賃金）

×　特別区・特甲地
0.119 ** (0.05) -0.090 (0.16) -0.244 (0.31) 0.292 (0.29) - - - -

×　甲地
-0.099 (0.25) -0.195 (0.32) -0.089 (0.40) -0.116 (0.56) - - - -

×　乙地
0.241 (0.21) -0.154 (0.19) 0.150 (0.33) 0.581 (0.40) - - - -

×　その他
-0.103 (0.09) -0.286 *** (0.10) 0.141 (0.26) -0.408 (0.26) - - - -

他職種との比較

（C）時間給（介護従事者の賃金率－他職種【短時間労働者】の期待賃金率）

×　特別区・特甲地
- - - - 0.206 (0.24) 0.089 (0.22) 0.096 (0.24) -0.239 (0.21)

×　甲地
- - - - 0.227 (0.37) -0.282 (0.31) 0.188 (0.30) -0.099 (0.25)

×　乙地
- - - - 0.244 (0.21) -0.210 (0.19) 0.187 (0.25) 0.281 (0.22)

×　その他
- - - - -0.242 (0.15) 0.131 (0.16) -0.070 (0.15) -0.028 (0.15)

R-squared

サンプル数

0.101 0.060 0.177 0.086

434 386

0.148 0.062 0.216 0.305

668 229

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

施設系介護職・非正規 訪問系介護職・非正規

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

施設系介護職・正規 訪問系介護職・正規

勤続1年未満

離職割合

勤続1年以上3年未満

離職割合

 
注）   1）***は1%有意水準, **は5%有意水準, *は10%有意水準を示している。 

    2）左側は係数，右側の括弧内は頑健標準誤差を示している。 

3) 研修，地域，就業形態別の介護事業所特性，介護事業所特性，定数項に関する変数の結果は省略。 

出所） 著者作成。 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


